
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の一部改正について

令和元年９月２７日

「特定技能外国人受入れに関する運用要領」について，下記のとおり必要な改正を行いましたので，公表します。

記

赤字が修正部分

通し

番号

該当ページ

（改正後）
改正箇所 現行 改正

１ 表紙 編者 平成３１年３月 法務省入国管理局 令和元年９月 出入国在留管理庁

２ （制定履歴）

・ 平成３１年３月２０日公表

・ 令和元年９月２７日一部改正

３ Ｐ６ 第２章第３節

特定技能外国人受

入れ手続きの流れ

○１つ目

○ 特定技能外国人の受入れの申請は，平成３１年４月１

日から，全国の地方出入国在留管理局（空港支局を除

く。）で受け付けます。また，登録支援機関の登録申請

についても同様です。

○ 特定技能外国人の受入れの申請は，全国の地方出入

国在留管理局（空港支局を除く。）で受け付けています。

また，登録支援機関の登録申請についても同様です。

４ Ｐ６ ○５つ目 ○ 在留諸申請に必要な書類の一覧は，別紙２のとおりで

す。なお，出入国在留管理庁のホームページ（平成３１

年３月までは法務省ホームページ。以下同じ。）に様式

を掲載していますので，御活用ください。

○ 在留諸申請に必要な書類の一覧は，別紙２のとおりで

す。なお，法務省ホームページに様式を掲載しています

ので，御活用ください。

５ Ｐ７ ○８つ目 ○ 登録支援機関に必要な書類の一覧は，別紙３のとおり

です。なお，出入国在留管理庁のホームページ（平成３

１年３月までは法務省ホームページ。以下同じ。）に様

○ 登録支援機関に必要な書類の一覧は，別紙３のとおり

です。なお，法務省ホームページに様式を掲載していま

すので，御活用ください。



式を掲載していますので，御活用ください。

６ Ｐ１３ 第４章第１節

（２）健康状態に関す

るもの

【確認対象の書類】

・健康診断個人票（参考様式第１－３号）

・受診者の申告書（参考様式第１－３号（別紙））

・健康診断個人票（参考様式第１－３号）※10 か国語の翻

訳様式を HP 掲載

・受診者の申告書（参考様式第１－３号（別紙））※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

７ Ｐ１４ （３）技能水準に関す

るもの

○４つ目

○ 技能実習２号を修了した者には，技能実習法施行前

の技能実習２号を修了した技能実習生や，在留資格

「技能実習」が創設される前の「特定活動」（技能実習）

をもって在留していた技能実習生（「研修」及び「特定活

動」で在留した期間が２年１０か月を超えている者に限

る。）も含まれます。

○ 技能実習２号を修了した者には，技能実習法施行前の

技能実習２号を修了した技能実習生や，在留資格「技能

実習」が創設される前の「特定活動」（技能実習）をもって

在留していた技能実習生（「研修」及び「特定活動」で在

留した期間が２年１０か月以上の者に限る。）も含まれま

す。

８ Ｐ１４ 【確認対象の書類】 ・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号） ・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載

９ Ｐ１５ 【確認対象の書類】 ＜技能実習２号を良好に修了した者であること等を証明

する場合＞

・技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験の

実技試験の合格証明書の写し

＊技能検定等に合格している場合

（略）

＜技能実習２号を良好に修了した者であること等を証明す

る場合＞

・技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験（専

門級）の実技試験の合格証明書の写し

＊技能検定等に合格している場合

＊提出を省略できる場合あり（【留意事項】を参照）

（略）

１０ Ｐ１５ 【留意事項】

○５つ目

○ 「技能実習２号を良好に修了している」とは，技能実習

を２年１０か月以上修了し，①第２号技能実習計画にお

ける目標である技能検定３級若しくはこれに相当する技

能実習評価試験の実技試験に合格していること，又

は，②技能検定３級及びこれに相当する技能実習評価

試験の実技試験に合格していないものの，特定技能外

国人が技能実習を行っていた実習実施者（旧技能実

○ 「技能実習２号を良好に修了している」とは，技能実習

を２年１０か月以上修了し，①第２号技能実習計画にお

ける目標である技能検定３級若しくはこれに相当する技

能実習評価試験（専門級）の実技試験に合格しているこ

と，又は，②技能検定３級及びこれに相当する技能実習

評価試験（専門級）の実技試験に合格していないものの，

特定技能外国人が技能実習を行っていた実習実施者



習制度における実習実施機関を含む。）が当該外国人

の実習中の出勤状況や技能等の修得状況，生活態度

等を記載した評価に関する書面により，技能実習２号を

良好に修了したと認められることをいいます。ただし，特

定技能外国人を受け入れようとする特定技能所属機関

が，当該外国人を技能実習生として受け入れていた実

習実施者である場合（当該外国人が技能実習２号を修

了して帰国した後に，同一の実習実施者と特定技能雇

用契約を締結する場合を含む。）には，過去１年以内に

技能実習法の「改善命令」（技能実習法施行前の旧制

度における「改善指導」を含む。）を受けていない場合に

は評価調書の提出を省略することができます。

（旧技能実習制度における実習実施機関を含む。）が当

該外国人の実習中の出勤状況や技能等の修得状況，生

活態度等を記載した評価に関する書面により，技能実習

２号を良好に修了したと認められることをいいます。ただ

し，特定技能外国人を受け入れようとする特定技能所属

機関が，当該外国人を技能実習生として受け入れていた

実習実施者である場合（当該外国人が技能実習２号を

修了して帰国した後に，同一の実習実施者と特定技能雇

用契約を締結する場合を含む。）には，過去１年以内に

技能実習法の「改善命令」（技能実習法施行前の旧制度

における「改善指導」を含む。）を受けていない場合には，

技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験

（専門級）の実技試験の合格証明書の写し及び評価調書

の提出を省略することができます。

１１ Ｐ１６ ○７つ目 ○ 技能実習２号修了者は，第２号技能実習計画におい

て目標として定めた技能検定３級又はこれに相当する

技能実習評価試験の実技試験を受検しなければなりま

せん。また，実習実施者においては，技能実習生が修

得等した技能等の評価を技能検定等により行うこととさ

れていること（技能実習法第９条第５号）に留意が必要

です。

○ 技能実習２号修了者は，第２号技能実習計画において

目標として定めた技能検定３級又はこれに相当する技能

実習評価試験（専門級）の実技試験を受検しなければな

りません。また，実習実施者においては，技能実習生が

修得等した技能等の評価を技能検定等により行うこととさ

れていること（技能実習法第９条第５号）に留意が必要で

す。

１２ Ｐ１６ ○８つ目 ○ なお，技能実習法の適用がある技能実習生につい

て，受検の申込みをしたものの，病気等のやむを得ない

事情により受検ができなかったことにより，技能検定３級

又はこれに相当する技能実習評価試験の実技試験に

合格していない場合には，技能実習生に関する評価調

書（参考様式第１－２号）等においてその理由を説明い

ただくことになります。

○ なお，技能実習法の適用がある技能実習生について，

受検の申込みをしたものの，病気等のやむを得ない事情

により受検ができなかったことにより，技能検定３級又はこ

れに相当する技能実習評価試験（専門級）の実技試験

に合格していない場合には，技能実習生に関する評価調

書（参考様式第１－２号）等においてその理由を説明いた

だくことになります。



１３ Ｐ１６ ○９つ目 （追加） ○ 当該外国人が過去に実習を行っていた実習実施者か

ら評価調書（参考様式第１－２号）の提出を受けることが

できないなど，技能実習２号を良好に修了したことの証明

ができない場合には，評価調書（参考様式第１－２号）を

提出することができないことの経緯を説明する理由書（任

意様式）のほか，評価調書（参考様式第１－２号）に代わ

る文書として，例えば，当時の技能実習指導員等の当該

外国人の実習状況を知り得る立場にある者が作成した技

能実習の実施状況を説明する文書（任意様式）を提出い

ただいた上で，出入国在留管理庁において，技能実習２

号を良好に修了したか否かを総合的に評価することも可

能ですので，まずは地方出入国在留管理局に相談してく

ださい。

１４ Ｐ１７ （４）日本語能力に

関するもの

【確認対象の書類】

・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号） ・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載

１５ Ｐ１８ 【確認対象の書類】 ＜技能実習２号を良好に修了した者であること等を証明

する場合＞

・技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験の

実技試験の合格証明書の写し

＊技能検定等に合格している場合

（略）

＜技能実習２号を良好に修了した者であること等を証明す

る場合＞

・技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験（専

門級）の実技試験の合格証明書の写し

＊技能検定等に合格している場合

＊提出を省略できる場合あり（【留意事項】を参照）

（略）

１６ Ｐ１８ 【留意事項】

○４つ目

○ 「技能実習２号を良好に修了している」とは，技能実習

を２年１０か月以上修了し，①第２号技能実習計画にお

ける目標である技能検定３級若しくはこれに相当する技

能実習評価試験の実技試験に合格していること，又

は，②技能検定３級及びこれに相当する技能実習評価

○ 「技能実習２号を良好に修了している」とは，技能実習

を２年１０か月以上修了し，①第２号技能実習計画にお

ける目標である技能検定３級若しくはこれに相当する技

能実習評価試験（専門級）の実技試験に合格しているこ

と，又は，②技能検定３級及びこれに相当する技能実習



試験の実技試験に合格していないものの，特定技能外

国人が技能実習を行っていた実習実施者（旧技能実

習制度における実習実施機関を含む。）が当該外国人

の実習中の出勤状況や技能等の修得状況，生活態度

等を記載した評価に関する書面により，技能実習２号を

良好に修了したと認められることをいいます。ただし，特

定技能外国人を受け入れようとする特定技能所属機関

が，当該外国人を技能実習生として受け入れていた実

習実施者である場合（当該外国人が技能実習２号を修

了して帰国した後に，同一の実習実施者と特定技能雇

用契約を締結する場合を含む。）には，過去１年以内に

技能実習法の「改善命令」（技能実習法施行前の旧制

度における「改善指導」を含む。）を受けていない場合に

は評価調書の提出を省略することができます。

評価試験（専門級）の実技試験に合格していないものの，

特定技能外国人が技能実習を行っていた実習実施者

（旧技能実習制度における実習実施機関を含む。）が当

該外国人の実習中の出勤状況や技能等の修得状況，生

活態度等を記載した評価に関する書面により，技能実習

２号を良好に修了したと認められることをいいます。ただ

し，特定技能外国人を受け入れようとする特定技能所属

機関が，当該外国人を技能実習生として受け入れていた

実習実施者である場合（当該外国人が技能実習２号を

修了して帰国した後に，同一の実習実施者と特定技能雇

用契約を締結する場合を含む。）には，過去１年以内に

技能実習法の「改善命令」（技能実習法施行前の旧制度

における「改善指導」を含む。）を受けていない場合には，

技能検定３級又はこれに相当する技能実習評価試験

（専門級）の実技試験の合格証明書の写し及び評価調書

の提出を省略することができます。

１７ Ｐ１８ ○６つ目 ○ 技能実習２号修了者は，第２号技能実習計画におい

て目標として定めた技能検定３級又はこれに相当する

技能実習評価試験の実技試験を受検しなければなりま

せん。また，実習実施者においては，技能実習生が修

得等した技能等の評価を技能検定等により行うこととさ

れていること（技能実習法第９条第５号）に留意が必要

です。

○ 技能実習２号修了者は，第２号技能実習計画において

目標として定めた技能検定３級又はこれに相当する技能

実習評価試験（専門級）の実技試験を受検しなければな

りません。また，実習実施者においては，技能実習生が

修得等した技能等の評価を技能検定等により行うこととさ

れていること（技能実習法第９条第５号）に留意が必要で

す。

１８ Ｐ１８ ○７つ目 ○ なお，技能実習法の適用がある技能実習生につい

て，受検の申込みをしたものの，病気等のやむを得ない

事情により受検ができなかったことにより，技能検定３級

又はこれに相当する技能実習評価試験の実技試験に

合格していない場合には，技能実習生に関する評価調

○ なお，技能実習法の適用がある技能実習生について，

受検の申込みをしたものの，病気等のやむを得ない事情

により受検ができなかったことにより，技能検定３級又はこ

れに相当する技能実習評価試験（専門級）の実技試験

に合格していない場合には，技能実習生に関する評価調



書（参考様式第１－２号）等においてその理由を説明い

ただくことになります。

書（参考様式第１－２号）等においてその理由を説明いた

だくことになります。

１９ Ｐ１８ ○８つ目 （追加） ○ 当該外国人が過去に実習を行っていた実習実施者か

ら評価調書（参考様式第１－２号）の提出を受けることが

できないなど，技能実習２号を良好に修了したことの証明

ができない場合には，評価調書（参考様式第１－２号）を

提出することができないことの経緯を説明する理由書（任

意様式）のほか，評価調書（参考様式第１－２号）に代わ

る文書として，例えば，当時の技能実習指導員等の当該

外国人の実習状況を知り得る立場にある者が作成した技

能実習の実施状況を説明する文書（任意様式）を提出い

ただいた上で，出入国在留管理庁において，技能実習２

号を良好に修了したか否かを総合的に評価することも可

能ですので，まずは地方出入国在留管理局に相談してく

ださい。

２０ Ｐ１９ （５）退去強制令書の

円滑な執行への協

力に関するもの

【関係規定】

上陸基準省令（特定技能１号）

（略）

上陸基準省令（特定技能１号）

（略）

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準

を定める省令の特定技能の在留資格に係る基準の規定に

基づき退去強制令書の円滑な執行に協力する外国政府又

は出入国管理及び難民認定法施行令第１条に定める地域

の権限ある機関を定める件（平成３１年法務省告示第８５

号）

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準

を定める省令（平成２年法務省令第１６号）の表の法別表第

１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動の項

の下欄第１号ホ及び法別表第１の２の表の特定技能の項の

下欄第２号に掲げる活動の項の下欄第１号ニの法務大臣



が告示で定める退去強制令書の円滑な執行に協力する外

国政府又は出入国管理及び難民認定法施行令（平成１０

年政令第１７８号）第１条に定める地域の権限ある機関は，

イラン・イスラム共和国を除いた国の政府又は同条に定める

地域の権限ある機関とする。

２１ Ｐ１９ 【留意事項】 ○ 対象となる国は，出入国在留管理庁ホームページで

おってお知らせします（２０１９年３月２０日時点未告

示）。

○ 退去強制令書の円滑な執行に協力しない国・地域と

は，告示で定める次の国・地域をいいます（平成３１年４

月１日時点）。

・ イラン・イスラム共和国

２２ Ｐ２０ （６）通算在留期間に

関するもの

【確認対象の書類】

・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号） ・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載

２３ Ｐ２１ （７）保証金の徴収・

違約金契約等に関

するもの

【確認対象の書類】

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７

号）

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）※

10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

２４ Ｐ２１ 【留意事項】

○４つ目

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的とし

て，外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とす

る二国間取決めを送出国政府との間で作成することとし

ています。二国間取決めが作成された場合には，順

次，出入国在留管理庁のホームページで，必要な情報

等を掲載していくこととしています。特定技能外国人との

間で雇用契約を締結するに当たって，海外の取次機関

が関与する場合には，保証金等を徴収する悪質な仲介

事業者（ブローカー）が関与することがないよう当該情報

を活用してください（なお，二国間取決めを作成した国

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的として，

外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする二

国間取決めを送出国政府との間で作成することとしてい

ます。二国間取決めが作成された場合には，順次，法務

省ホームページで，必要な情報等を掲載していくこととし

ています。特定技能外国人との間で雇用契約を締結する

に当たって，海外の取次機関が関与する場合には，保証

金等を徴収する悪質な仲介事業者（ブローカー）が関与

することがないよう当該情報を活用してください（なお，二

国間取決めを作成した国以外の国籍を有する者であって



以外の国籍を有する者であっても受け入れることは可能

です。）。

も受け入れることは可能です。）。

２５ Ｐ２２ ○５つ目 〇 また，技能実習制度では，本制度と同様に送出国政

府との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が認定

した送出機関について，外国人技能実習機構のホーム

ページで公表しているほか，出入国在留管理庁のホー

ムページでも公表することとしていますので当該情報も

御参照ください。

〇 また，技能実習制度では，本制度と同様に送出国政府

との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が認定した

送出機関について，外国人技能実習機構のホームペー

ジで公表しているほか，法務省ホームページでも公表す

ることとしていますので当該情報も御参照ください。

２６ Ｐ２３ （８）費用負担の合意

に関するもの

【確認対象の書類】

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考用紙第１－１７

号）

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）※

10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

・徴収費用の説明書（参考様式第１－９号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

２７ Ｐ２４ （９）本国において遵

守すべき手続に関す

るもの

【確認対象の書類】

＜フィリピン＞

・海外雇用許可証（Overseas Employment Certificate）

（削除）

２８ Ｐ２４ 【留意事項】

○１つ目

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的とし

て，外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする

二国間取決めを送出国政府との間で作成することとしてい

るところ，二国間取決めにおいて，「遵守すべき手続」が定

められた場合など必要な情報が示された場合には，出入

国在留管理庁のホームページで，お知らせします（なお，

二国間取決めを作成した国以外の国籍を有する者であっ

ても受け入れることは可能です。）。

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的として，

外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする二国

間取決めを送出国政府との間で作成することとしているとこ

ろ，二国間取決めにおいて，「遵守すべき手続」が定められ

た場合など必要な情報が示された場合には，法務省ホーム

ページで，随時お知らせします（なお，二国間取決めを作成

した国以外の国籍を有する者であっても受け入れることは可

能です。）。



２９ Ｐ２４ ○ ミャンマーについては，同国において海外に渡航して

労働を行う場合の手続を経た者は，登録証（通称スマート

カード）を取得するよう勧奨されています。

（削除）

３０ Ｐ２５ 第２節

（２）健康状態に関す

るもの

【確認対象の書類】

・健康診断個人票（参考様式第１－３号）

・受診者の申告書（参考様式第１－３号（別紙））

・健康診断個人票（参考様式第１－３号）※10 か国語の翻

訳様式を HP 掲載

・受診者の申告書（参考様式第１－３号（別紙））※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

３１ Ｐ２６ （３）技能水準に関す

るもの

【確認対象の書類】

・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号）

（略）

・特定技能外国人の履歴書（参考様式第１－１号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載

（略）

３２ Ｐ２７ （４）退去強制令書の

円滑な執行への協

力に関するもの

【関係規定】

上陸基準省令（特定技能２号）

（略）

上陸基準省令（特定技能２号）

（略）

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準

を定める省令の特定技能の在留資格に係る基準の規定に

基づき退去強制令書の円滑な執行に協力する外国政府又

は出入国管理及び難民認定法施行令第１条に定める地域

の権限ある機関を定める件（平成３１年法務省告示第８５

号）

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準

を定める省令（平成２年法務省令第１６号）の表の法別表第

１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動の項

の下欄第１号ホ及び法別表第１の２の表の特定技能の項の

下欄第２号に掲げる活動の項の下欄第１号ニの法務大臣

が告示で定める退去強制令書の円滑な執行に協力する外

国政府又は出入国管理及び難民認定法施行令（平成１０

年政令第１７８号）第１条に定める地域の権限ある機関は，

イラン・イスラム共和国を除いた国の政府又は同条に定める

地域の権限ある機関とする。



３３ Ｐ２７ 【留意事項】 ○ 対象となる国は，出入国在留管理庁ホームページで

おってお知らせします（２０１９年３月２０日時点未告

示）。

○ 退去強制令書の円滑な執行に協力しない国・地域と

は，告示で定める次の国・地域をいいます（平成３１年４

月１日時点）。

・ イラン・イスラム共和国

３４ Ｐ２８ （５）保証金の徴収・

違約金契約等に関

するもの

【確認対象の書類】

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号） ・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）※

10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

３５ Ｐ２８ ○２つ目 ○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的とし

て，外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする

二国間取決めを送出国政府との間で作成することとしてい

ます。二国間取決めが作成された場合には，順次，出入

国在留管理庁のホームページで，二国間取決め作成に

係る情報等を掲載していくこととしています。特定技能外

国人との間で雇用契約を締結するに当たって，海外の取

次機関が関与する場合には，保証金等を徴収する悪質な

仲介事業者（ブローカー）が関与することがないよう当該情

報を活用してください（なお，二国間取決めを作成した国

以外の国籍を有する者であっても受け入れることは可能で

す。）。

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的として，

外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする二国

間取決めを送出国政府との間で作成することとしています。

二国間取決めが作成された場合には，順次，法務省ホーム

ページで，二国間取決め作成に係る情報等を掲載していく

こととしています。特定技能外国人との間で雇用契約を締

結するに当たって，海外の取次機関が関与する場合には，

保証金等を徴収する悪質な仲介事業者（ブローカー）が関

与することがないよう当該情報を活用してください（なお，二

国間取決めを作成した国以外の国籍を有する者であっても

受け入れることは可能です。）。

３６ Ｐ２９ ○３つ目 〇 また，技能実習制度では，本制度と同様に送出国政

府との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が認定し

た送出機関について，外国人技能実習機構のホームペー

ジで公表しているほか，出入国在留管理庁のホームペー

ジでも公表することとしていますので，当該情報も御参照く

ださい。

〇 また，技能実習制度では，本制度と同様に送出国政府

との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が認定した送

出機関について，外国人技能実習機構のホームページで

公表しているほか，法務省ホームページでも公表することと

していますので，当該情報も御参照ください。

３７ Ｐ３０ （６）費用負担の合意

に関するもの

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）

・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載



【確認対象の書類】 （略） ・支払費用の同意書及び明細書（参考様式第１－８号）※

10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

（略）

３８ Ｐ３１ （７）本国において遵

守すべき手続に関す

るもの

【確認対象の書類】

＜フィリピン＞

・海外雇用許可証（Overseas Employment Certificate）

（削除）

３９ Ｐ３１ 【留意事項】

○１つ目

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的とし

て，外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とす

る二国間取決めを送出国政府との間で作成することとし

ているところ，二国間取決めにおいて，「遵守すべき手

続」が定められた場合など必要な情報が示された場合

には，出入国在留管理庁のホームページで，お知らせ

します（なお，二国間取決めを作成した国以外の国籍を

有する者であっても受け入れることは可能です。）。

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的として，

外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする二

国間取決めを送出国政府との間で作成することとしてい

るところ，二国間取決めにおいて，「遵守すべき手続」が

定められた場合など必要な情報が示された場合には，法

務省ホームページで，随時お知らせします（なお，二国間

取決めを作成した国以外の国籍を有する者であっても受

け入れることは可能です。）。

４０ Ｐ３１ ○ ミャンマーについては，同国において海外に渡航して

労働を行う場合の手続を経た者は，登録証（通称スマ

ートカード）を取得するよう勧奨されています。

（削除）

４１ Ｐ３２ （８）技能実習により

修得等した技能等の

本国への移転に関す

るもの

【確認対象の書類】

・技能移転に係る申告書（参考様式第１－１０号） ・技能移転に係る申告書（参考様式第１－１０号）※10 か

国語の翻訳様式を HP 掲載

４２ Ｐ３７ 第５章第１節第１

（１）従事させる業務

に関するもの

【確認対象の書類】

・特定技能雇用契約書の写し（参考様式第１－５号）

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）

・特定技能雇用契約書の写し（参考様式第１－５号）※10

か国語の翻訳様式を HP掲載

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

４３ Ｐ３８ （２）所定労働時間に

関するもの

・雇用条件書（参考様式第１－６号） ・雇用条件書（参考様式第１－６号）※10 か国語の翻訳様

式を HP掲載



【確認対象の書類】

４４ Ｐ３９ （３）報酬等に関する

もの

【確認対象の書類】

・特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第１

－４号）

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）

・特定技能外国人の報酬に関する説明書（参考様式第１－

４号）

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

４５ Ｐ４０ （４）一時帰国のため

の有給休暇取得に

関するもの

【確認対象の書類】

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号） ・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

４６ Ｐ４３ 第２

（１）帰国担保措置に

関するもの

【確認対象の書類】

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号） ・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

４７ Ｐ４５ 第２節第１

（１）労働，社会保険

及び租税に関する法

令の規定の遵守に関

するもの

【確認対象の書類】

○１つ目

○ 労働関係法令の遵守

（略）

＜雇用契約の成立をあっせんする者がある場合＞

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号）

・厚生労働省職業安定局ホームページの「人材サービス

総合サイト」の画面を印刷したもの

○ 労働関係法令の遵守

（略）

＜雇用契約の成立の経緯＞

・雇用の経緯に係る説明書（参考様式第１－１６号）

＊あっせんする者の有無にかかわらず提出

・厚生労働省職業安定局ホームページの「人材サービス総

合サイト」の画面を印刷したもの

＊あっせんする者がある場合のみ提出

４８ Ｐ４５-４６ ○２つ目 ○ 社会保険関係法令の遵守

＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合＞

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸申

請の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）又は社

会保険料納入状況照会回答票

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険料納

○ 社会保険関係法令の遵守

＜健康保険・厚生年金保険の適用事業所の場合＞

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸申請

の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）又は社会

保険料納入状況照会回答票

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険料納入



入状況照会回答票への納付記録の反映までに時間を

要することから，反映前に提出する場合は，社会保険

料納入状況照会回答票に加え，該当する月の健康保

険・厚生年金保険料領収証書の写しも提出してくださ

い。

状況照会回答票への納付記録の反映までに時間を要す

ることから，反映前に提出する場合は，社会保険料納入

状況照会回答票に加え，該当する月の健康保険・厚生

年金保険料領収証書の写しも提出してください。

＊健康保険組合管掌の適用事業所であって，領収証書の

写しの提出が困難である場合は，日本年金機構が発行

する社会保険料納入状況照会回答票に加え，管轄の健

康保険組合が発行する健康保険組合管掌健康保険料

の納付状況を証明する書類を提出してください。

４９ Ｐ４７ 【留意事項】

○１つ目

○ 労働関係法令を遵守しているとは，具体的には次の

場合をいいます。

（略）

・雇用保険及び労災保険の適用事業所である場合は，当

該保険の適用手続及び保険料の納付を適切に行ってい

ること。なお，労働保険の保険料の未納があった場合であ

っても，地方出入国在留管理局の助言・指導に基づき納

付手続を行った場合には，労働関係法令を遵守している

ものと評価されますので，必要な手続を行ってください。

（略）

○ 労働関係法令を遵守しているとは，具体的には次の場

合をいいます。

（略）

・雇用保険及び労災保険の適用事業所である場合は，当

該保険の適用手続及び保険料の納付を適切に行っている

こと。労働保険料等納付証明書（未納なし証明）は，都道府

県労働局へ申請してください。なお，労働保険の保険料の

未納があった場合であっても，地方出入国在留管理局の助

言・指導に基づき納付手続を行った場合には，労働関係法

令を遵守しているものと評価されますので，必要な手続を行

ってください。

（略）

５０ Ｐ５２ （４）関係法律による

刑罰を受けたことに

よる欠格事由

○１つ目

○ 次のいずれかに該当する者が，関係法律による刑罰

を受けている場合には，欠格事由に該当し，特定技能

所属機関になることはできません。

（略）

○ 次のいずれかに該当する場合には，欠格事由に該当

し，特定技能所属機関になることはできません。

（略）

５１ Ｐ５６ （７）出入国又は労働

関係法令に関する不

正行為を行ったこと

特定技能基準省令第２条

（略）

（その他の出入国又は労働に関する法令に関し不正又は

特定技能基準省令第２条

（略）

（その他の出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著



に関するもの

【関係規定】

著しく不当な行為として想定されるもの）

出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不

当な行為

イ～ロ （略）

ハ 出入国管理及び難民認定法施行規則等の一部を

改正する等の省令（平成２９年法務省令第１９号）に

よる改正前の出入国管理及び難民認定法第７条第

１項第２号の基準を定める省令（以下「改正前の上

陸基準省令」という。）の表の法別表第１の２の表の

技能実習の項の下欄第１号イに掲げる活動の項の下

欄第１８号の表に掲げる行為又は同号ロに掲げる活

動の項の下欄第１６号の表に掲げる行為

ニ 他の機関が出入国又は労働に関する法令に関し不

正又は著しく不当な行為を行った当時，当該他の機

関の経営者，役員又は管理者として外国人の受入

れ，雇用の管理又は運営に係る業務に従事していた

行為

しく不当な行為として想定されるもの）

出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当

な行為

イ～ロ （略）

ハ 出入国管理及び難民認定法施行規則等の一部を改

正する等の省令（平成２９年法務省令第１９号）による

改正前の出入国管理及び難民認定法第７条第１項第

２号の基準を定める省令（以下「改正前の上陸基準省

令」という。）の表の法別表第１の２の表の技能実習の

項の下欄第１号イに掲げる活動の項の下欄第１８号の

表に掲げる行為又は同号ロに掲げる活動の項の下欄

第１６号の表に掲げる行為（技能実習の適正な実施を

妨げるものに限る。）

ニ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の

保護に関する法律（平成２８年１１月２８日法律第８９

号）第３７条第１項の規定により監理許可を取り消され

た法人である場合の当該取消しの処分を受ける原因と

なった行為

ホ 他の機関が出入国又は労働に関する法令に関し不

正又は著しく不当な行為を行った当時，当該他の機関

の経営者，役員又は管理者として外国人の受入れ，

雇用の管理又は運営に係る業務に従事していた行為

５２ Ｐ６１ （１０ ）保証金の徴

収・違約金契約等に

よる欠格事由

【確認対象の書類】

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関

のみ

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関の

み

５３ Ｐ６１ 【留意事項】

○３つ目

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的とし

て，外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とす

○ 本制度では，悪質な仲介事業者の排除を目的として，

外国政府との情報共有の枠組みの構築を目的とする二



る二国間取決めを送出国政府との間で作成することとし

ています。二国間取決めが作成された場合には，順

次，出入国在留管理庁のホームページで，必要な情報

等を掲載していくこととしています。特定技能外国人との

間で雇用契約を締結するに当たって，海外の取次機関

が関与する場合には，保証金等を徴収する悪質な仲介

事業者（ブローカー）が関与することがないよう当該情報

を活用してください（なお，二国間取決めを作成した国

以外の国籍を有する者であっても受け入れることは可能

です。）。

国間取決めを送出国政府との間で作成することとしてい

ます。二国間取決めが作成された場合には，順次，法務

省ホームページで，必要な情報等を掲載していくこととし

ています。特定技能外国人との間で雇用契約を締結する

に当たって，海外の取次機関が関与する場合には，保証

金等を徴収する悪質な仲介事業者（ブローカー）が関与

することがないよう当該情報を活用してください（なお，二

国間取決めを作成した国以外の国籍を有する者であって

も受け入れることは可能です。）。

５４ Ｐ６１-６２ ○４つ目 〇 また，技能実習制度において，本制度と同様に送出

国政府との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が

認定した送出機関について，外国人技能実習機構のホ

ームページで公表しているほか，出入国在留管理庁の

ホームページでも公表することとしていますので，当該

情報も御参照ください。

〇 また，技能実習制度において，本制度と同様に送出国

政府との間で二国間取決めを作成し，送出国政府が認

定した送出機関について，外国人技能実習機構のホー

ムページで公表しているほか，法務省ホームページでも

公表することとしていますので，当該情報も御参照くださ

い。

５５ Ｐ６２ （１１）支援に要する

費用の負担に関する

もの

【確認対象の書類】

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関

のみ

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７

号）

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関

のみ

・事前ガイダンスの確認書（参考様式第１－７号）※10 か国

語の翻訳様式を HP掲載

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関の

み

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

＊１号特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関の

み

５６ Ｐ６２ 【留意事項】

○１つ目

○ 「支援に要する費用」とは，１号特定技能外国人に対

して行われる各種支援（特定技能基準省令第３条に定

める「義務的支援」）に必要となる費用（登録支援機関

への委託費用を含む。）をいい，次のものを含みます。

○ 「支援に要する費用」とは，１号特定技能外国人に対し

て行われる各種支援（特定技能基準省令第３条に定め

る「義務的支援」）に必要となる費用（登録支援機関への

委託費用を含む。）をいい，次のものを含みます。



なお，住宅の賃貸料などの実費を必要な限度において

本人に負担させることを妨げるものではありません。

・ 事前ガイダンス，生活オリエンテーション，相談・苦情

対応及び定期的な面談の実施に係る通訳人の通訳費

等

・ １号特定技能外国人の出入国時の送迎に要する交

通費等

・ 事前ガイダンス，生活オリエンテーション，相談・苦情対

応及び定期的な面談の実施に係る通訳人の通訳費等

・ １号特定技能外国人の出入国時の送迎に要する交通

費等

なお，住宅の賃貸料などの実費を必要な限度において

本人に負担させることを妨げるものではありません。

５７ Ｐ６５ （１３）労災保険法に

係る措置等に関する

もの

【確認対象の書類】

・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号） ・雇用条件書の写し（参考様式第１－６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

５８ Ｐ６６ （１４）特定技能雇用

契約継続履行体制

に関するもの

【留意事項】

○２つ目

○ 特定技能雇用契約を継続して履行する体制を有して

いることについて，直近２年分の決算文書（貸借対照表

及び損益計算書又は収支計算書）の写し又は直近２年

分の法人税の確定申告書の控え（納税地の所轄税務

署長の受付印のあるもの）の写し（個人事業主にあって

は，直近２年分の納税証明書（その２））を提出してくださ

い。

○ 特定技能雇用契約を継続して履行する体制を有してい

ることについて，直近２年分の決算文書（貸借対照表及

び損益計算書又は収支計算書）の写し及び直近２年分

の法人税の確定申告書の控え（納税地の所轄税務署長

の受付印のあるもの）の写し（個人事業主にあっては，直

近２年分の納税証明書（その２））を提出してください。

５９ Ｐ６８ （１５）報酬の口座振

込み等に関するもの

【確認対象の書類】

・雇用条件書の写し（参考様式第１―６号） ・雇用条件書の写し（参考様式第１―６号）※10 か国語の

翻訳様式を HP掲載

６０ Ｐ７２ 第２

（２）十分に理解でき

る言語による支援体

制に関するもの

【確認対象の書類】

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７

号）

・特定技能所属機関概要書（参考様式第１－１１号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

６１ Ｐ７５ （４）支援の中立性に

関するもの

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７

号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載



【確認対象の書類】 （略） （略）

６２ Ｐ７５ 【留意事項】

○１つ目

〇 「外国人を監督する立場にない者その他の１号特定

技能外国人支援計画の中立な実施を行うことができる

立場の者」とは，１号特定技能外国人と異なる部署の職

員であるなど，当該外国人に対する指揮命令権を有し

ない者をいい，異なる部署であっても，当該外国人に実

質的に指揮命令をし得る立場にある者は含まれませ

ん。

〇 「外国人を監督する立場にない者その他の１号特定技

能外国人支援計画の中立な実施を行うことができる立場

の者」とは，１号特定技能外国人と異なる部署の職員で

あるなど，当該外国人に対する指揮命令権を有しない者

をいい，異なる部署であっても，当該外国人に実質的に

指揮命令をし得る立場にある者は含まれません。したがっ

て，１号特定技能外国人と形式上異なる部署の職員であ

っても，代表取締役，当該外国人が所属する部署を監督

する長（例えば，当該外国人の所属する部署が製造課で

ある場合の製造部長）など組織図を作成した場合に縦の

ラインにある者は適格性がないこととなります。

６３ Ｐ８０ 第６章第２節

（１）１号特定技能外

国人支援計画の必

要的記載事項に関

するもの

【確認対象の書類】

・１号特定外国人支援計画書（参考様式第１－１７号） ・１号特定外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）※10

か国語の翻訳様式を HP掲載

６４ Ｐ８２ 第３節

（１）適切な実施方法

等に関するもの

【確認対象の書類】

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７

号）

・１号特定技能外国人支援計画書（参考様式第１－１７号）

※10 か国語の翻訳様式を HP 掲載

６５ Ｐ８５ 第７章

○３つ目

○ 本章に定める届出は，届出書及び必要な添付資料を

地方出入国在留管理局へ持参又は郵送して行う必要

があります（平成３１年３月２０日現在において，これらの

届出をインターネットで行うことはできません。インターネ

ットによる届出が可能となる時期については，今後，出

入国在留管理庁ホームページでお知らせします。）。

○ 本章に定める届出は，届出書及び必要な添付資料を

地方出入国在留管理局へ持参又は郵送して行う必要が

あります（令和元年９月２７日現在において，これらの届出

をインターネットで行うことはできません。インターネットによ

る届出が可能となる時期については，今後，法務省ホー

ムページでお知らせします。）。



６６ Ｐ８６ 第７章第１節

第１ 契約変更の届

出

○１つ目

〇 特定技能所属機関は，特定技能雇用契約を変更（法

務省令で定める軽微な変更を除く。次の別表を参照し

てください。）した場合には，当該変更日から１４日以内

に，当該機関の住所を管轄する地方出入国在留管理

局に当該契約を変更した旨並びに当該変更年月日及

び変更後の契約の内容を記載した書面を提出して届出

を行わなければなりません。

〇 特定技能所属機関は，特定技能雇用契約を変更（法

務省令で定める軽微な変更を除く。次の別表を参照して

ください。）した場合には，当該変更日から１４日以内に，

当該機関の住所（雇用する特定技能外国人の指定書に

記載の住所）を管轄する地方出入国在留管理局に当該

契約を変更した旨並びに当該変更年月日及び変更後の

契約の内容を記載した書面を提出して届出を行わなけれ

ばなりません。

６７ Ｐ８６ 別表（特定技能雇用

契約の変更関係）

項番Ⅱ 添付書類

（略）

＜右記③の場合＞

・派遣計画書（参考様式第１－１２号）

・就業条件明示書の写し（参考様式第１－１３号）

・派遣先の概要書（参考様式第１－１４又は１－１５号）

・労働者派遣契約書

項番Ⅱ 添付書類

（略）

＜右記③の場合＞

・派遣計画書（参考様式第１－１２号）

・就業条件明示書の写し（参考様式第１－１３号）

・派遣先の概要書（参考様式第１－１４又は１－１５号）

・労働者派遣契約書

・派遣先に係る労働・社会保険及び租税の法令を遵守して

いることを証明する資料

＊第５章第２節第１（１２）の【確認対象の書類】を参照

・派遣先に係る運用要領別冊（分野別）に定める確認対象

の書類

６８ Ｐ８６ 項番Ⅱ 特記事項

① （略）

②分野ごとの告示基準において就業場所（事業所）につい

て基準が定められている場合の届出に当たっては留意す

ること（対象分野は，介護，ビルクリーニング，宿泊，自動

車整備）。

③ （略）

項番Ⅱ 特記事項

① （略）

②運用要領別冊（分野別）において就業場所（事業所）につ

いて確認対象の書類が定められている場合の届出に当たっ

ては当該書類の提出が必要（対象分野は，介護，ビルクリ

ーニング，自動車整備，航空，宿泊，外食業）。

③ （略）

６９ Ｐ８７ 項番Ⅶ 特記事項 項番Ⅶ 特記事項



・基本賃金に変更があった場合には届出が必要 ・当初の契約時の基本賃金を変更する場合には届出が必

要

７０ Ｐ８８ 第２ 契約終了の届

出

○１つ目

〇 特定技能所属機関は，特定技能雇用契約が終了し

た場合には，当該終了日から１４日以内に，当該機関

の住所を管轄する地方出入国在留管理局に当該契約

が終了した旨並びに当該終了年月日及び終了の事由

を記載した書面を提出して届出を行わなければなりませ

ん。

〇 特定技能所属機関は，特定技能雇用契約が終了した

場合には，当該終了日から１４日以内に，当該機関の住

所（雇用する特定技能外国人の指定書に記載の住所）を

管轄する地方出入国在留管理局に当該契約が終了した

旨並びに当該終了年月日及び終了の事由を記載した書

面を提出して届出を行わなければなりません。

７１ Ｐ８９-９０ 第３ 新たな契約締

結の届出

○１つ目

〇 特定技能所属機関は，新たな特定技能雇用契約を

締結した場合には，当該契約締結日から１４日以内に，

当該機関の住所を管轄する地方出入国在留管理局に

新たな契約を締結した旨並びに当該契約の締結年月

日及び当該契約の内容を記載した書面を提出して届出

を行わなければなりません。

〇 特定技能所属機関は，新たな特定技能雇用契約を締

結した場合には，当該契約締結日から１４日以内に，当

該機関の住所（雇用する特定技能外国人の指定書に記

載の住所）を管轄する地方出入国在留管理局に新たな

契約を締結した旨並びに当該契約の締結年月日及び当

該契約の内容を記載した書面を提出して届出を行わなけ

ればなりません。

７２ Ｐ９０-９１ 第２節 １号特定技

能外国人支援計画

に関する届出

○１つ目

〇 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人支援計

画を変更（法務省令で定める軽微な変更を除く。次の

別表を参照してください。）した場合には，当該変更日か

ら１４日以内に，当該機関の住所を管轄する地方出入

国在留管理局に当該計画を変更した旨並びに当該変

更年月日及び変更後の計画の内容を記載した書面を

提出して届出を行わなければなりません。

〇 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人支援計画

を変更（法務省令で定める軽微な変更を除く。次の別表

を参照してください。）した場合には，当該変更日から１４

日以内に，当該機関の住所（雇用する特定技能外国人

の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国在留管

理局に当該計画を変更した旨並びに当該変更年月日及

び変更後の計画の内容を記載した書面を提出して届出

を行わなければなりません。

７３ Ｐ９３ 第３節

第１ 契約締結の届

出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，登録支援機関との間で１号特

定技能外国人支援計画の全部の実施を委託するため

の契約（以下「支援委託契約」という。）を締結した場合

には，当該契約の締結日から１４日以内に，当該特定

技能所属機関の住所を管轄する地方出入国在留管理

○ 特定技能所属機関は，登録支援機関との間で１号特

定技能外国人支援計画の全部の実施を委託するための

契約（以下「支援委託契約」という。）を締結した場合に

は，当該契約の締結日から１４日以内に，当該特定技能

所属機関の住所（雇用する特定技能外国人の指定書に



局に当該契約を締結した旨並びに当該契約の締結年

月日及び当該契約の内容を記載した書面を提出して届

出を行わなければなりません。

記載の住所）を管轄する地方出入国在留管理局に当該

契約を締結した旨並びに当該契約の締結年月日及び当

該契約の内容を記載した書面を提出して届出を行わなけ

ればなりません。

７４ Ｐ９４ 第２ 契約変更の届

出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，登録支援機関との支援委託

契約を変更した場合には，当該契約の締結日から１４

日以内に，当該特定技能所属機関の住所を管轄する

地方出入国在留管理局に当該契約を変更した旨並び

に当該契約の変更年月日及び当該契約の内容を記載

した書面を提出して届出を行わなければなりません。

なお，別表の項番及び変更事項欄は，支援委託契

約書（参考様式第１－１８号）の項目に対応していま

す。

○ 特定技能所属機関は，登録支援機関との支援委託契

約を変更した場合には，当該契約の締結日から１４日以

内に，当該特定技能所属機関の住所（雇用する特定技

能外国人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入

国在留管理局に当該契約を変更した旨並びに当該契約

の変更年月日及び当該契約の内容を記載した書面を提

出して届出を行わなければなりません。

なお，別表の項番及び変更事項欄は，支援委託契約

書（参考様式第１－１８号）の項目に対応しています。

７５ Ｐ９５-９６ 第３ 契約終了の届

出

○１つ目

〇 特定技能所属機関は，登録支援機関との支援委託

契約が終了した場合には，当該変更日から１４日以内

に，当該特定技能所属機関の住所を管轄する地方出

入国在留管理局に当該契約が終了した旨並びに当該

終了年月日及び終了の事由を記載した書面を提出して

届出を行わなければなりません。

〇 特定技能所属機関は，登録支援機関との支援委託契

約が終了した場合には，当該変更日から１４日以内に，

当該特定技能所属機関の住所（雇用する特定技能外国

人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国在留

管理局に当該契約が終了した旨並びに当該終了年月日

及び終了の事由を記載した書面を提出して届出を行わ

なければなりません。

７６ Ｐ９７ 第４節 特定技能外

国人の受入れ困難

時の届出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，特定技能外国人の受入れが

困難となった場合は，当該事由が生じた日から１４日以

内に，当該機関の住所を管轄する地方出入国在留管

理局に次の事項を記載した書類を提出して届出を行わ

なければなりません。

（略）

○ 特定技能所属機関は，特定技能外国人の受入れが困

難となった場合は，当該事由が生じた日から１４日以内

に，当該機関の住所（雇用する特定技能外国人の指定

書に記載の住所）を管轄する地方出入国在留管理局に

次の事項を記載した書類を提出して届出を行わなければ

なりません。

（略）

７７ Ｐ９８ 第５節 出入国又は 〇 特定技能所属機関は，雇用する特定技能外国人に 〇 特定技能所属機関は，雇用する特定技能外国人につ



労働関係法令に関

する不正行為等を知

ったときの届出

○１つ目

ついて，出入国又は労働関係法令に関する不正行為

等を認知した場合には，当該認知の日から１４日以内

に，当該機関の住所を管轄する地方出入国在留管理

局に当該不正行為を認知した旨及び当該不正行為の

発生時期，認知時期，当該不正行為等への対応並び

に当該不正行為等の内容を記載した書面を提出して届

出を行わなければなりません。

いて，出入国又は労働関係法令に関する不正行為等を

認知した場合には，当該認知の日から１４日以内に，当

該機関の住所（雇用する特定技能外国人の指定書に記

載の住所）を管轄する地方出入国在留管理局に当該不

正行為を認知した旨及び当該不正行為の発生時期，認

知時期，当該不正行為等への対応並びに当該不正行為

等の内容を記載した書面を提出して届出を行わなければ

なりません。

７８ Ｐ９９ 第６節 特定技能外

国人の受入れ状況

に関する届出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所を管轄する地方出

入国在留管理局に特定技能外国人の在留管理に必要

なものとして法務省令で定める事項（報酬の支払状況

等）を記載した書類を提出して届出を行わなければなり

ません。

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所（雇用する特定技能

外国人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国

在留管理局に特定技能外国人の在留管理に必要なもの

として法務省令で定める事項（報酬の支払状況等）を記

載した書類を提出して届出を行わなければなりません。

７９ Ｐ１０１ 第７節 １号特定技

能外国人支援計画

の実施状況に関する

届出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人支援計

画を作成した場合には，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所を管轄する地方出

入国在留管理局に支援の実施状況を記載した書類及

び適合１号特定技能外国人支援計画の実施の状況を

明らかにする資料を提出して届出を行わなければなりま

せん。

○ 特定技能所属機関は，１号特定技能外国人支援計画

を作成した場合には，四半期ごとに翌四半期の初日から

１４日以内に，当該機関の住所（雇用する特定技能外国

人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国在留

管理局に支援の実施状況を記載した書類及び適合１号

特定技能外国人支援計画の実施の状況を明らかにする

資料を提出して届出を行わなければなりません。

８０ Ｐ１０２ 第８節 特定技能外

国人の活動状況に

関する届出

○１つ目

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所を管轄する地方出

入国在留管理局に特定技能外国人の在留管理に必要

なものとして法務省令で定める事項（報酬の支払状況

等）を記載した書類を提出して届出を行わなければなり

ません。

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所（雇用する特定技能

外国人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国

在留管理局に特定技能外国人の在留管理に必要なもの

として法務省令で定める事項（報酬の支払状況等）を記

載した書類を提出して届出を行わなければなりません。

８１ Ｐ１０３ 【確認対象の書類】 ・活動状況に係る届出書（参考様式第３－８号） ・活動状況に係る届出書（参考様式第３－８号）



・特定技能外国人に対する報酬の支払状況（参考様式第３

－８号別紙）

８２ Ｐ１０３ 【留意事項】

○１つ目

○ 「報酬の支払状況」を記載した書類として，基本賃金，

残業代等諸手当の支給額，控除額が分かる賃金台帳

の写しを添付してください。

なお，特定技能外国人の報酬を決定するに当たって

比較対象とした日本人労働者の賃金台帳の写しについ

ては，個人情報保護の観点から，氏名や生年月日など

については，黒塗りするなどして個人が特定できない状

態で届出書に添付してください。

○ 「報酬の支払状況」を記載した書類として，特定技能外

国人に対する報酬の支払状況（参考様式第３－８号別

紙）及び基本賃金，残業代等諸手当の支給額，控除額

が分かる賃金台帳の写しを添付してください。

なお，特定技能外国人の報酬を決定するに当たって

比較対象とした日本人労働者（いない場合は同一の業

務に従事する日本人労働者）の賃金台帳の写しについて

は，個人情報保護の観点から，氏名や生年月日などにつ

いては，黒塗りするなどして個人が特定できない状態で届

出書に添付してください。

また，比較対象とした日本人労働者が変更となってい

る場合は，特定技能外国人の報酬に関する説明書（参

考様式第１－４号）に記載の上，賃金台帳の写し等を添

付してください。

８３ Ｐ１０８ 第９章第１節第１

（１）登録等

○５つ目

（追加） 〇 法人の場合に定款や登記上の目的に特定技能外国人

の支援を行う旨の記載があることは登録上の要件ではあ

りません。

８４ Ｐ１０８ ○６つ目 （追加） 〇 法人の設立根拠法令により支援業務を行うことができる

か否かは当該法令を所管する省庁等にお問い合わせくだ

さい。

８５ Ｐ１０９ 【留意事項】 （追加） 【留意事項】

〇 特定技能外国人に対する支援を分野で限定する場合

は，対外的にその旨が分かるように，対応可能な分野を

表示するなど，登録支援機関のホームページ等において

周知することが望まれます。



８６ Ｐ１０９ （２）申請手数料

【留意事項】

〇 手数料は，申請の際に納付しなければならず，申請後

は印紙の返還はできませんので御留意願います。

〇 手数料は，申請の際に納付しなければならず，申請後

は印紙の返還はできませんので留意願います。

８７ Ｐ１１０ 第２

（１）登録の申請

○１つ目

〇 登録支援機関の登録を受けようとする者は，登録支

援機関登録申請書（入管法施行規則別記様式第２９

号の１５様式。以下この章において「申請書」という。）を

申請者の住所を管轄する地方出入国在留管理局に提

出しなければなりません。

〇 登録支援機関の登録を受けようとする者は，登録支援

機関登録申請書（入管法施行規則別記様式第２９号の

１５様式。以下この章において「申請書」という。）を申請

者の住所（本店又は主たる事務所の所在地）を管轄する

地方出入国在留管理局に提出しなければなりません。な

お，本店又は主たる事務所で支援業務を行うか否かにか

かわらず，申請者の住所を管轄する地方出入国在留管

理局が申請先となります。

８８ Ｐ１１１ （３）申請書の添付書

類

○２つ目

〇 具体的な書類については，本運用要領別紙３におい

て一覧表として示していますので活用いただき，申請書

類に不備がないよう留意してください。また，必要な添付

書類の詳細については，出入国在留管理庁のホームペ

ージを参照いただくか，地方出入国在留管理局にお問

合せください。

〇 具体的な書類については，本運用要領別紙３において

一覧表として示していますので活用いただき，申請書類に

不備がないよう留意してください。また，必要な添付書類

の詳細については，法務省ホームページを参照いただく

か，地方出入国在留管理局にお問合せください。

８９ Ｐ１１４-

１１５

第３

（２）申請者等の行為

能力・役員等の適格

性の観点からの拒否

事由

○ 次のいずれかに該当する者は，行為能力・役員等の

適格性の観点からの登録拒否事由に該当し，登録支

援機関になることはできません。

①～② （略）

③ 法人の役員，未成年の法定代理人で登録拒否事

由（法第１３号及び第１４号を除く。）に該当する者

○ 次のいずれかに該当する者は，行為能力・役員等の適

格性の観点からの登録拒否事由に該当し，登録支援機

関になることはできません。

①～② （略）

③ 法人の役員，未成年の法定代理人で登録拒否事由

（第１３号及び第１４号を除く。）に該当する者

９０ Ｐ１１６ （４）出入国又は労働

関係法令に関し不正

行為を行ったことによ

る拒否事由

【留意事項】

〇 出入国又は労働関係法令に関する不正行為の例の

主なものとしては，次の表に該当するものが挙げられま

す。

表（出入国又は労働関係法令に関する主な不正行為）

イ～リ （略）

ヌ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生

〇 出入国又は労働関係法令に関する不正行為の例の主

なものとしては，次の表に該当するものが挙げられます。

表（出入国又は労働関係法令に関する主な不正行為）

イ～リ （略）

ヌ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の



の保護に関する法律（平成２８年１１月２８日法律第

８９号）第３７条第１項の規定により監理許可を取り消

された法人である場合の当該取消しの処分を受ける

原因となった行為

ル 出入国管理及び難民認定施行規則等の一部を改

正する等の省令（平成２９年法務省令第１９号）によ

る改正前の出入国管理及び難民認定法第７条第１

項第２号の基準を定める省令（以下「改正前の上陸

基準省令」という。）の表の法別表第１の２の表の技

能実習の項の下欄第１号ロに掲げる活動の項の下欄

第１６号に掲げる行為

ヲ 法第１９条の３２第１項の規定により登録支援機関

の登録の取消しが行われようとする者が当該取消し

を免れる目的で法第１９条の２９第１項に規定による

支援業務の廃止の届出を行う行為

保護に関する法律（平成２８年１１月２８日法律第８９

号）第３７条第１項の規定により監理許可を取り消され

た法人である場合の当該取消しの処分を受ける原因と

なった行為及び同法第１６条第１項の規定により実習

認定を取り消された場合の当該取消しを受ける原因と

なった行為

ル 出入国管理及び難民認定施行規則等の一部を改

正する等の省令（平成２９年法務省令第１９号）による

改正前の出入国管理及び難民認定法第７条第１項第

２号の基準を定める省令（以下「改正前の上陸基準省

令」という。）の表の法別表第１の２の表の技能実習の

項の下欄第１号イに掲げる活動の項の下欄第１８号に

掲げる行為又は第１号ロに掲げる活動の項の下欄第１

６号に掲げる行為（技能実習の適正な実施を妨げるも

のに限る。）

ヲ 他の機関が出入国又は労働に関する法令に関し不

正又は著しく不当な行為を行った当時，当該他の機関

の経営者，役員又は管理者として外国人の受入れ，

雇用の管理又は運営に係る業務に従事していた行為

ワ 法第１９条の３２第１項の規定により登録支援機関の

登録の取消しが行われようとする者が当該取消しを免

れる目的で法第１９条の２９第１項に規定による支援業

務の廃止の届出を行う行為

９１ Ｐ１１８-

１１９

＊上記の表で列挙した行為の具体例として，次のようなも

のが挙げられます。

①～⑧ （略）

⑨ 監理許可の取消し（同表ヌ及びル）

登録支援機関が，技能実習制度における監理団体

＊上記の表で列挙した行為の具体例として，次のようなもの

が挙げられます。

①～⑧ （略）

⑨ 監理許可の取消し（同表ヌ及びル）

登録支援機関が，技能実習制度における監理団体



であった場合に，改正前の上陸基準省令の表の技能

実習の項の下欄第１号に掲げる活動の項の下欄第１

６号の表に掲げる行為を行った場合又は技能実習法

第３７条第１項の規定により監理許可を取り消された

場合が該当します。

⑩ 登録支援機関の登録取消しを逃れる行為（同表

ヲ）

登録支援機関の登録の取消しが行われようとしてい

る者が，登録取消しを免れる目的で支援業務の廃止

の届出を行った場合です。

であった場合に，改正前の上陸基準省令の表の技能

実習の項の下欄第１号に掲げる活動の項の下欄第１６

号の表に掲げる行為（技能実習の適正な実施を妨げ

るものに限る。）を行った場合又は技能実習法第３７条

第１項の規定により監理許可を取り消された場合が該

当します。

⑩ 不正行為当時の役員（同表ヲ）

   登録支援機関の経営者が他の機関が不正行為を

行った当時に当該機関の経営者等に就任して外国人

の受入れ等に係る業務に従事していた場合が該当しま

す。

⑪ 登録支援機関の登録取消しを逃れる行為（同表ワ）

登録支援機関の登録の取消しが行われようとしてい

る者が，登録取消しを免れる目的で支援業務の廃止

の届出を行った場合です。

９２ Ｐ１２1 （７）支援責任者及び

支援担当者が選任さ

れていないことによる

拒否事由

【留意事項】

○１つ目

○ 「支援責任者」とは，登録支援機関の役員又は職員

（常勤であることを問わない。）であり，支援担当者を監

督する立場にある者をいいます。

具体的には，次の事項について統括管理することが

求められます。

・１号特定技能外国人支援計画の作成に関すること

・支援担当者その他支援業務に従事する職員の管理

に関すること

（略）

○ 「支援責任者」とは，登録支援機関の役員又は職員（常

勤であることを問わない。）であり，支援担当者を監督する

立場にある者をいいます。

具体的には，次の事項について統括管理することが求

められます。

・支援担当者その他支援業務に従事する職員の管理に

関すること

  （略）

９３ Ｐ１２3 （８）中長期在留者の

適正な受入れ実績

がないこと等による拒

否事由

○ 「生活相談業務に従事した一定の経験」とは，中長期

在留者の生活に関する相談業務一般をいい，相談内

容や件数を限定するものではありません。ただし，業務と

して行われたことが必要であることから，いわゆるボラン

○ 「生活相談業務に従事した一定の経験」とは，中長期在

留者の生活に関する相談業務一般をいい，相談内容や

件数を限定するものではありません。ただし，業務として行

われたことが必要であることから，いわゆるボランティアと



【留意事項】

○４つ目

ティアとして行った生活相談については，実績に含まれ

ません。

して行った生活相談については，実績に含まれません。

なお，職業紹介事業者が，外国人労働者に求人情報を

紹介する行為のみをもって，「各種の相談業務に従事し

た経験」には該当しないことに留意願います。

９４ Ｐ１２4 ○５つ目 ○ 「これらの者と同程度に支援業務を適正に実施するこ

とができる者」とは，これまで日本人労働者等を適正か

つ適切に雇用してきた実績のある機関と同程度に，責

任をもって適切に支援を行うことが見込まれるものをい

います。したがって，労働関係法令を遵守していることが

求められることから，労働基準監督署から是正勧告を

受けていないことなどが必要です。なお，想定される機

関としては，例えば，次のものが挙げられますが，これら

に該当しない機関であっても，基準に適合しているか否

かが個別に判断がされることとなります。

  （略）

○ 「これらの者と同程度に支援業務を適正に実施すること

ができる者」とは，第３号イからハまでに該当しない場合で

あっても，中長期在留者の適正な受入れ実績等がある

機関と同程度に支援業務を適正に実施することができる

者であり，かつ，これまで日本人労働者等を適正かつ適

切に雇用してきた実績のある機関であって責任をもって

適切に支援を行うことが見込まれるものをいいます。した

がって，労働関係法令を遵守していることが求められるこ

とから，労働基準監督署から是正勧告を受けていないこ

となどが必要です。また，これまでの活動実績や組織体

制からも相談対応や情報提供を適切に行うことができると

認められるものをいいます。なお，想定される機関として

は，例えば，次のものが挙げられますが，これらに該当す

ることをもって当然に認められるものではなく，立証資料に

基づいて本基準に適合しているか否かが個別に判断がさ

れることとなります。

  （略）

９５ Ｐ１３１ （１３）支援の委託契

約締結に当たって支

援に要する費用の額

等を明示しないことに

よる拒否事由

【確認対象の書類】

・登録支援機関誓約書（参考様式第２－１号） ・登録支援機関誓約書（参考様式第２－１号）

・支援委託手数料に係る説明書（予定費用）（参考様式第２

－８号）

９６ Ｐ１３１ 第２節 ○ 登録支援機関は，申請書の記載事項に掲げる事項に ○ 登録支援機関は，申請書の記載事項に掲げる事項に



第１ 変更の届出

○１つ目

変更があったときは，登録事項変更に関する届出書（入

管法施行規則別記第２９号の１６様式。以下「別記第２

９号の１６様式」という。）を地方出入国在留管理局に提

出しなければなりません。

変更があったときは，登録事項変更に関する届出書（入

管法施行規則別記第２９号の１６様式。以下「別記第２９

号の１６様式」という。）を登録支援機関の住所（本店又は

主たる事務所）を管轄する地方出入国在留管理局に提

出しなければなりません。

９７ Ｐ１３２ 別表（登録支援機関

変更事項関係）

特定技能外国人か

らの相談に応じる体

制の概要

特記事項

・対応可能言語を追加又は削除した場合に届出が必要

・対応可能職員数に変更があった場合に届出が必要

・添付の登録支援機関概要書（参考様式第２－２号）に

は，該当する変更部分のみを記載すること。

特記事項

・対応可能言語を追加又は削除した場合に届出が必要

・添付の登録支援機関概要書（参考様式第２－２号）には，

該当する変更部分のみを記載すること。

９８ Ｐ１３３ 第２ 登録支援機関

登録簿の閲覧

○１つ目

〇 出入国在留管理庁長官が登録支援機関登録簿に登

録した情報は，出入国在留管理庁のホームページにお

いて公表されますので，支援を委託する際に御活用くだ

さい。

〇 出入国在留管理庁長官が登録支援機関登録簿に登

録した情報は，法務省ホームページにおいて公表されま

すので，支援を委託する際に御活用ください。

９９ Ｐ１３３ 第３ 休廃止の届出

等

○１つ目

○ 登録支援機関は，支援業務を休廃止したときは，休

廃止日から１４日以内に，支援業務の休止又は廃止に

係る届出書（参考様式第４－１号）を地方出入国在留

管理局に提出しなければなりません。

○ 登録支援機関は，支援業務を休廃止したときは，休廃

止日から１４日以内に，支援業務の休止又は廃止に係る

届出書（参考様式第４－１号）を登録支援機関の住所

（本店又は主たる事務所）を管轄する地方出入国在留管

理局に提出しなければなりません。

１００ Ｐ１３４ 第４ 支援の実施状

況に関する届出

○１つ目

〇 登録支援機関は，四半期ごとに翌四半期の初日から

１４日以内に，地方出入国在留管理局に支援業務の実

施状況等を記載した書類を提出して届出を行わなけれ

ばなりません。

〇 登録支援機関は，四半期ごとに翌四半期の初日から１

４日以内に，支援委託契約の相手方（特定技能所属機

関）の住所を管轄する地方出入国在留管理局に支援業

務の実施状況等を記載した書類を提出して届出を行わ

なければなりません。

１０１ Ｐ１３６ 第３節

第１ 登録の取消し

○２つ目

○ 特定技能所属機から委託を受けて支援中の場合に

登録が取り消されると，１号特定技能外国人の在留資

格該当性が失われる可能性もあることから，取消事由

に該当することがないよう留意が必要です。

○ 特定技能所属機関から委託を受けて支援中の場合に

登録が取り消されると，１号特定技能外国人の在留資格

該当性が失われる可能性もあることから，取消事由に該

当することがないよう留意が必要です。



１０２ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 14

特記事項

・日本に在留中の場合は日本国内で受診したものの提出

が必要

・別の様式での提出でも差し支えないが参考様式にある受

診項目が記載されたものに限る。

・別の様式での提出でも差し支えないが参考様式にある受

診項目が記載されたものに限る。

・外国で受診した場合は日本語訳も必要

１０３ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 17

特記事項

・申請人のものが必要

・納税証明書は全ての納期が経過している年度のものの

提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・納税証明書は全ての納期が経過している年度のものの提

出が必要

１０４ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 18

特記事項

・申請人のものが必要

・項番１７番の住民税の課税証明書と同一年分のものの

提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・項番１７番の住民税の課税証明書と同一年分のものの提

出が必要

１０５ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 19

特記事項

・申請人のものが必要

・確定申告をした場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・確定申告をした場合に提出が必要

１０６ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 20

特記事項

・申請人のものが必要

・申請人が項番１９の税目について換価の猶予，納税の猶

予又は納付受託を受けている場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・申請人が項番１９の税目について換価の猶予，納税の猶

予又は納付受託を受けている場合に提出が必要

１０７ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

・申請人のものが必要

・地方税について，申請人が納税緩和措置（換価の猶予，

納税の猶予又は納付受託）の適用を受けていることが納

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・地方税について，申請人が納税緩和措置（換価の猶予，



項番 21

特記事項

税証明書に記載されていない場合に提出が必要 納税の猶予又は納付受託）の適用を受けていることが納税

証明書に記載されていない場合に提出が必要

１０８ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 22

特記事項

・申請人のものが必要

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用

事業所ではない場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用事

業所ではない場合に提出が必要

１０９ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 23

特記事項

・申請人のものが必要

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用

事業所ではない場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用事

業所ではない場合に提出が必要

１１０ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 24

特記事項

・申請人のものが必要

・申請人が国民健康保険料（税）の納付について納付や

換価の猶予を受けている場合であって，国民健康保険料

（税）納付証明書にその旨の記載がない場合に提出が必

要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・申請人が国民健康保険料（税）の納付について納付や換

価の猶予を受けている場合であって，国民健康保険料（税）

納付証明書にその旨の記載がない場合に提出が必要

１１１ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 25

特記事項

・申請人のものが必要

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用

事業所ではない場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用事

業所ではない場合に提出が必要

１１２ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 26

特記事項

・申請人のものが必要

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用

事業所ではない場合に提出が必要

・申請人のものが必要（中長期在留者として在留している者

が特定技能へ移行する場合を含む。）

・特定技能所属機関が健康保険・厚生年金保険の適用事

業所ではない場合に提出が必要



１１３ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 56

提出書類

（地方税）

税目を法人住民税とする納税証明書

＊市町村発行の納税証明書

（地方税）

税目を法人住民税とする納税証明書（前年度）

＊市町村発行の納税証明書

１１４ 別紙２ 「特定技能」に係る在

留諸申請に関する提

出書類一覧表

項番 60

提出書類

（地方税）

税目を個人住民税とする納税証明書

＊市町村発行の納税証明書

（地方税）

税目を個人住民税とする納税証明書（前年度）

＊市町村発行の納税証明書

１１５ 別紙３ 登録支援機関の登

録申請に関する提出

書類一覧表

項番 14

（追加） 14

支援委託手数料に係る説明書（予定費用）

参考様式第２－８号

１１６ 別紙４ 届出一覧表（特定技

能所属機関 （ ２の

２））

３ 該当事例・留意

点

・特定技能外国人に対する報酬支払状況（預金口座等へ

の振込状況を含む。），離職者数，行方不明者数，社会

保険の加入状況及び労働保険の適用状況等について届

出が必要。

・詳細については，本要領第７章第８節を参照すること。

・特定技能外国人に対する報酬支払状況（参考様式第３－

８号別紙，預金口座等への振込状況を含む。），離職者

数，行方不明者数，社会保険の加入状況及び労働保険の

適用状況等について届出が必要。

・詳細については，本要領第７章第８節を参照すること。

１１７ 別紙５ 届出一覧表（登録支

援機関）

１～３ 届出先

登録支援機関の住所を管轄する地方出入国在留管理局 登録支援機関の住所（本店又は主たる事務所）を管轄する

地方出入国在留管理局

１１８ 参考様式

第１－９号

徴収費用の説明書 ３ 居住費

①居住費として徴収する

費用

（略）

②提供する宿泊施設の具

体的な内容

（略）

３ 居住費

①居住費の徴収の有無 □ 有  □ 無

②居住費として徴収する費

用

（略）

③提供する宿泊施設の具 （略）



③費用が実費に相当する

額その他の適正な額であ

ることの説明

（注意）

１ ②は，「自己所有物件」，「借上物件」のいずれかに丸

印を付すこと。

２ ③は，例えば以下のような観点から記載し，説明が適

切にされなければならない

・ ②が「自己所有物件」の場合： 実際に建設・改装等

に要した費用，物件の耐用年数，入居する特定技能

外国人の人数等を勘案して合理的であると説明可能

な額

・ ②が「借上物件」の場合： 借上げに要する賃料（管

理費・共益費等を含み，敷金・礼金・保証金・仲介手

数料は含まない。以下同じ。）を，入居する特定技能

外国人の人数で除した額

体的な内容

④費用が実費に相当する

額その他の適正な額である

ことの説明

（注意）

１ ②から④までは，①で有にチェックを付した場合にのみ記

載すること。

２ ③は，「自己所有物件」，「借上物件」のいずれかに丸印

を付すこと。

３ ④は，例えば以下のような観点から記載し，説明が適切

にされなければならない

・ ③が「自己所有物件」の場合： 実際に建設・改装等

に要した費用，物件の耐用年数，入居する特定技能

外国人の人数等を勘案して合理的であると説明可能

な額

・ ③が「借上物件」の場合： 借上げに要する賃料（管理

費・共益費等を含み，敷金・礼金・保証金・仲介手数

料は含まない。以下同じ。）を，入居する特定技能外

国人の人数で除した額

１１９ 参考様式

第１－１４

号（農業分

野）

派遣先の概要書（農

業分野）

２ 派遣労働者の受入れ実績等

①過去５年以内

に６か月以上労

働者を雇用した

実績

特定技能外国人数

名

（略） （略）

２ 派遣労働者の受入れ実績等

①過去５年以内

に６か月以上労

働者を雇用した

実績

労働者数

名

（略） （略）

１２０ 参考様式

第１－１６

号

雇用の経緯に係る説

明書

特定技能外国人               との間で特定技

能雇用契約を締結するに当たり，以下の団体からあっせ

んを受けています。

特定技能外国人               との間で特定技

能雇用契約を締結するに当たっての雇用の経緯は以下のと

おりです。



１２１ 参考様式

第１－１６

号

雇用の経緯に係る説

明書

１ 職業紹介事業者（国内）

１ 許可・届出受理番号

（受理受付年月日）

（略）

２ 職業紹介事業者の区分 （略）

３ 職業紹介事業者の氏名

４ 職業紹介事業者の住所

（電話番号）

（略）

５ 職業紹介事業者へ支払っ

た費用

（略）

（注意）

１ １から４欄までは，厚生労働省職業安定局ホームペー

ジの「人材サービス総合サイト」を活用し，当該職業紹介

事業者についての該当する情報を記入すること。

２ ５欄は，求職者及び求人者が職業紹介事業者に支払

った額及び名目について記載すること。なお，求職者が

日本円以外で費用を支払った場合は，当該通貨で支

払った額及び日本円に換算した額を記載すること。

３ 職業紹介事業者との間で交わした契約書があれば，そ

の写しを添付すること。

１ 職業紹介事業者（国内）

１ あっせんの有無 □ 有  □ 無

２ 許可・届出受理番号

（受理受付年月日）

（略）

３ 職業紹介事業者の区分 （略）

４ 職業紹介事業者の氏名

５ 職業紹介事業者の住所

（電話番号）

（略）

６ 職業紹介事業者へ支払っ

た費用

（略）

（注意）

１  １欄で無にチェックを付した場合には，２以下の欄の記

載は不要とする。

２ ２から５欄までは，厚生労働省職業安定局ホームページ

の「人材サービス総合サイト」を活用し，当該職業紹介事

業者についての該当する情報を記入すること。

３ ６欄は，求職者及び求人者が職業紹介事業者に支払っ

た額及び名目について記載すること。なお，求職者が日

本円以外で費用を支払った場合は，当該通貨で支払っ

た額及び日本円に換算した額を記載すること。

４ 職業紹介事業者との間で交わした契約書があれば，そ

の写しを添付すること。

１２２ 参考様式

第１－１６

号

雇用の経緯に係る説

明書

２ 取次機関（国外）

１ 氏名又は名称

２ 所在国

３ 所在地 （略）

４ 取次機関へ支払った費用 （略）

２ 取次機関（国外）（１で有にチェックを付した場合のみ記

載）

１ 取次ぎの有無 □ 有  □ 無

２ 氏名又は名称

３ 所在国



（注意）

１ 取次機関とは，職業紹介事業者が求人者に求職者の

あっせんを行うに際し，当該職業紹介事業主に対し求

職者等に係る情報の取次ぎを行う者をいう。

２ ４欄は，求職者及び求人者が取次機関に支払った額

及び名目について記載すること。なお，求職者及び求人

者が日本円以外で費用を支払った場合は，当該通貨

で支払った額及び日本円に換算した額を記載すること。

３ 取次機関との間で交わした契約書があれば，その写し

を添付すること。

４ 所在地 （略）

５ 取次機関へ支払った費用 （略）

（注意）

１ 取次機関とは，職業紹介事業者が求人者に求職者のあ

っせんを行うに際し，当該職業紹介事業主に対し求職者

等に係る情報の取次ぎを行う者をいう。

２ １欄で無にチェックを付した場合には，２以下の欄の記載

は不要とする。

３ ５欄は，求職者及び求人者が取次機関に支払った額及

び名目について記載すること。なお，求職者及び求人者

が日本円以外で費用を支払った場合は，当該通貨で支

払った額及び日本円に換算した額を記載すること。

４ 取次機関との間で交わした契約書があれば，その写しを

添付すること。

１２３ 参考様式

第１－１７

号

１号特定技能外国人

支援計画書

Ⅳ 支援内容

５ 日本語学習の機会の提供

支援内容

ｃ．１号特定技能外国人との合意の下，日本語

講師と契約して１号特定技能外国人に日本語

の講習の機会を提供する

Ⅳ 支援内容

５ 日本語学習の機会の提供

支援内容

ｃ．１号特定技能外国人との合意の下，日本語教

師と契約して１号特定技能外国人に日本語の講

習の機会を提供する

１２４ 参考様式

第２－１号

登録支援機関誓約

書

作成者の役職・氏名                 作成者の役職・氏名                印

１２５ 参考様式

第２－２号

登録支援機関概要

書

２ 支援業務を行う事務所の概要

（１）

（ふりがな）

名     称

所在地 （略）

職員数 常勤 （略）

２ 支援業務を行う事務所の概要

（１）

（ふりがな）

名     称

（英 語 表 記）

所在地 （略）



非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

（２）

（ふりがな）

名     称

所在地 （略）

職員数
常勤 （略）

非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

（３）

（ふりがな）

名     称

所在地 （略）

職員数
常勤 （略）

非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

（英 語 表 記）

職員数
常勤 （略）

非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

（２）

（ふりがな）

名     称

（英 語 表 記）

所在地 （略）

（英 語 表 記）

職員数
常勤 （略）

非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

（３）

（ふりがな）

名     称

（英 語 表 記）

所在地 （略）

（英 語 表 記）

職員数
常勤 （略）

非常勤 （略）

（ふりがな）

支 援 担 当 者

（略）

１２６ 参考様式

第３－１号

特定技能雇用契約

に係る届出書

②届出の事由 （該当するものを選んでください。）

Ａ 契約の変更

②届出の事由 （該当するものを選んでください。）

Ａ 契約の変更



   ｂ 変更事項

②小分類

（略）

□帰国担保措置

   ｂ 変更事項

②小分類

（略）

□帰国担保措置

□就労（作業）場所

□賃金支払方法

１２７ 参考様式

第３－１号

特定技能雇用契約

に係る届出書

③届出機関

法 人 番 号

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所

③届出機関

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所

担 当 者

電 話 番 号                  ※

１２８ 参考様式

第３－１号

特定技能雇用契約

に係る届出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日 本届出書作成者の署名／作成年月日

１２９ 参考様式

第３－１号

特定技能雇用契約

に係る届出書

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す

ること。

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１３０ 参考様式

第３－１号

（別紙）

届出機関

法人番号

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

届出機関

法人番号（13 桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

※法人番号については，法人でない場合は空欄とする。

１３１ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

②届出の事由

B 変更事項

  ｂ 中分類

②届出の事由

B 変更事項

  ｂ 中分類



    （略）

    □適切な住居の確保に係る支援

    （略）

    （略）

    □適切な住居の確保・生活に必要な契約に係る支

援

    （略）

１３２ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

③届出機関

法 人 番 号              

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所                     

③届出機関

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所                     

担 当 者              

電 話 番 号              ※

１３３ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日 本届出書作成者の署名／作成年月日

１３４ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す

ること。

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１３５ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

（記載要領）

２ （略）

ａ 大分類 ｂ 中分類

支援対象者 （略）

特定技能所属機関 （略）

支援担当者数

登録支援機関 （略）

支援担当者数

支援の内容 （略）

適切な住居の確保に係る支援

（略）

（記載要領）

２ （略）

ａ 大分類 ｂ 中分類

支援対象者 （略）

特定技能所属機関 （略）

支援担当者数

その他

登録支援機関 （略）

支援担当者数

その他

支援の内容 （略）



適切な住居の確保・生活の契約

に係る支援

（略）

１３６ 参考様式

第３－２号

支援計画の変更に

係る届出書

３ ②Ｃ欄の「変更の内容」については，全角２０文字以内

で，内容を具体的，かつ，簡潔に記載すること。

  （略）

３ ②Ｃ欄の「変更後の内容」については，全角２０文字以内

で，内容を具体的，かつ，簡潔に記載すること。

  （略）

１３７ 参考様式

第３－２号

（別紙）

届出機関

法人番号

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

届出機関

法人番号（13 桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

１３８ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

出入国管理及び難民認定法第 19 条の 18 第 1 項第 2

号の規定により，次のとおり届け出ます。

出入国管理及び難民認定法第 19条の 18 第 1項第 3号

の規定により，次のとおり届け出ます。

１３９ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

③届出機関

法 人 番 号              

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所                     

③届出機関

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所                     

担 当 者              

電 話 番 号              ※

１４０ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

④登録支援機関

（略）

法 人 番 号              

（略）

④登録支援機関

（略）

法人番号（13 桁 ）

  （略）

１４１ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日 本届出書作成者の署名／作成年月日

１４２ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す



ること。

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１４３ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

（記載要領）

２ ①及び②の「法人番号」については，法人でない場合

は空欄とする。

（記載要領）

２ ③及び④の「法人番号」については，法人でない場合は

空欄とする。

１４４ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

３ ③について，届出の事由が支援委託契約の締結の場

合，「Ａ 契約の締結」を記載する。

３ ②について，届出の事由が支援委託契約の締結の場

合，「Ａ 契約の締結」を記載する。

１４５ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

５ ③について，届出の事由が支援委託契約の変更の場

合，「Ｂ 契約の変更」を記載する。

５ ②について，届出の事由が支援委託契約の変更の場

合，「Ｂ 契約の変更」を記載する。

１４６ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

６ Ｂｂ欄の「変更事由」については，該当する項目にチェッ

クするものとする（複数チェック可）。

なお，Ｂｂ欄の「変更後の内容」について，全角２０文字

以内で簡潔に記載することとするが，「別添，支援委託契

約書のとおり」と記載し，支援委託契約書（参考様式第１

－１８号）を添付することとして差し支えない。

６ Ｂｂ欄の「変更事由」については，該当する項目にチェッ

クするものとする（複数チェック可）。

なお，Ｂｃ欄の「変更後の内容」について，全角２０文字以

内で簡潔に記載することとするが，「別添，支援委託契約

書のとおり」と記載し，支援委託契約書（参考様式第１－１

８号）を添付することとして差し支えない。

１４７ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

７ ③について，届出の事由が支援委託契約の終了の場

合，「Ｃ 契約の終了」を記載する。

７ ②について，届出の事由が支援委託契約の終了の場

合，「Ｃ 契約の終了」を記載する。

１４８ 参考様式

第３－３号

支援委託契約に係る

届出書

８ Ｃｂ欄の「終了の事由」については，以下の対応表に基

づきチェックする。

なお，中分類で「その他」にチェックした場合は，全角２０

文字以内で簡潔に内容を記載する。

（略）

８ Ｃｂ欄の「終了の事由」については，以下の対応表に基づ

きチェックする。

なお，小分類で「その他」にチェックした場合は，全角２０

文字以内で簡潔に内容を記載する。

（略）

１４９ 参考様式

第３－３号

（別紙）

届出機関

法人番号

機関の氏名又は名称

届出機関

法人番号（13 桁）

機関の氏名又は名称



機関の住所 （略） 機関の住所 （略）

１５０ 参考様式

第３－４号

受入れ困難に係る届

出書

⑤届出機関

法 人 番 号              

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所       

⑤届出機関

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所                     

担 当 者              

電 話 番 号              ※

１５１ 参考様式

第３－４号

受入れ困難に係る届

出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日 本届出書作成者の署名／作成年月日

１５２ 参考様式

第３－４号

受入れ困難に係る届

出書

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す

ること。

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１５３ 参考様式

第３－４号

受入れ困難に係る届

出書

（記載要領）

【②B を記載する場合】

１ （略）

２ Ｂｃ欄の「事案の概要」について，全角２０文字以内で，

内容を具体的，かつ，簡潔に記載する。

③特定技能外

国人の現状

④受入れ継続のための措置

Ａ 活動継続の

意思

Ｂ 措置内容

連絡可能

（略） （略）

活動継続の意

思なし（帰国希

望）

帰国支援実施

その他

（記載要領）

【②B を記載する場合】

１ （略）

２ Ｂｃ欄の「事案の概要」について，全角２０文字以内で，

内容を具体的，かつ，簡潔に記載する。

③特定技能外

国人の現状

④受入れ継続のための措置

Ａ 活動継続の

意思

Ｂ 措置内容

連絡可能

（略） （略）

活動継続の意

思なし（帰国希

望）

帰国支援実施

その他



（略） （略） （略） その他 雇用継続

転職支援実施

帰国支援実施

雇用契約解除

その他

（略） （略） （略）

１５４ 参考様式

第３－４号

（別紙）

届出機関

法人番号

機関の氏名又は名称

住所 （略）

届出機関

法人番号（13 桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

１５５ 参考様式

第３－５号

出入国又は労働に

関する法令に関し不

正又は著しく不当な

行為（不正行為)に

係る届出書

②不正行為の概要

（略）

Ｃ 不正行為の類型

（略）

□ 特定技能基準省令第２条第１項第４号リ（１１）

（法第１９条の２１第１項の規定による処分に違

反する行為）

②不正行為の概要

（略）

Ｃ 不正行為の類型

   （略）

□ 特定技能基準省令第２条第１項第４号リ（１１）

（法第１９条の２１第１項の規定による処分に違反

する行為）

□ その他の出入国又は労働に関する法令に関し不

正又は著しく不当な行為

１５６ 参考様式

第３－５号

出入国又は労働に

関する法令に関し不

正又は著しく不当な

行為（不正行為)に

係る届出書

③届出機関

法 人 番 号

機関の氏名又は名称

機 関 の 住 所

③届出機関

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所

担 当 者

電 話 番 号                ※

１５７ 参考様式 出入国又は労働に 届出人（代理人）の署名／届出年月日 本届出書作成者の署名／作成年月日



第３－５号 関する法令に関し不

正又は著しく不当な

行為（不正行為)に

係る届出書

１５８ 参考様式

第３－５号

出入国又は労働に

関する法令に関し不

正又は著しく不当な

行為（不正行為)に

係る届出書

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す

ること。

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１５９ 参考様式

第３－５号

（別紙）

届出機関

法人番号

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

届出機関

法人番号（13 桁）

機関の氏名又は名称

機関の住所 （略）

１６０ 参考様式

第３－６号

受入れ状況に係る届

出書

                       年  月  日作成 （削除）

１６１ 参考様式

第３－６号

受入れ状況に係る届

出書

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者の氏名            印

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者の氏名           印

電話番号           ※     

１６２ 参考様式

第３－６号

受入れ状況に係る届

出書

（注意）

１～５ （略）

６ 「活動日数」は，活動状況に関する届出（参考様式第３

－８号）に添付する賃金台帳に活動日数の記載がある

場合には記載不要。

（注意）

１～５ （略）

１６３ 参考様式

第３－６号

受入れ状況に係る届

出書

（追加） 本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日



注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印

すること。

本書中，※のついた連絡先については，届出内容

の確認のため，連絡させていただく場合があります。

１６４ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書

年   月   日作成 （削除）

１６５ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書

届出者               印 （削除）

１６６ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書 １

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（ふりがな）

氏名又は名称

住所 〒   －

（電話  －   －   ）

１

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（１３桁）

（ふりがな）

氏名又は名称

住所 〒   －

（電話  －   －   ）※

１６７ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書 ２

１
号
特
定
技
能
外
国
人

（略） （略）

住居地 〒   －

（電話  －   －   ）

（略）

２

１
号
特
定
技
能
外
国
人

（略） （略）

住居地 〒   －

（電話  －   －   ）※

（略）



１６８ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書

（注意）

１ ※印には，記載をしないこと。

２ 「届出の対象期間」は，１月１日から３月３１日までを

「第１四半期」，４月１日から６月３０日までを「第２四半

期」，７月１日から９月３０日までを「第３四半期」，１０月

１日から１２月３１日までを「第４四半期」とし，該当する

届出対象期間を記載すること。

３ １欄の「法人番号」欄は，法人のみ記載すること。

４ ２欄は，届出の対象期間において支援を実施した１号

特定技能外国人が複数名いる場合には，２欄の「氏名」

欄に「別紙のとおり」と記載し，名簿を別紙として添付す

ること。なお，受入れに関する届出と同時に届出を行う

場合には，２欄の「氏名」欄に「受入れに状況に係る届

出書に記載のとおり」と記載した上，別紙の名簿の添付

は省略して差し支えない。

５ ３欄は，届出の対象期間の四半期に実施すべき支援

について記載し，当該期間にそれぞれの支援項目につ

いて実施すべき対象者がいなかった場合は「支援対象

者なし」にチェックマークを付すこと。

６ ３欄⑤は，生活オリエンテーションの確認書（参考様式

第５－８号）を添付すること。

７ ３欄⑧の「相談内容及び対応結果」欄は，１号特定技

能外国人から受けた相談の内容及び相談への対応結

果を具体的かつ簡潔に記載すること。また，労働基準

監督署への通報や公共職業安定所への相談を行った

場合は，その旨を記載すること。

なお，届出対象期間において，苦情・相談対応を行

った者が複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載し，

（注意）

１ 「届出の対象期間」は，１月１日から３月３１日までを「第

１四半期」，４月１日から６月３０日までを「第２四半期」，

７月１日から９月３０日までを「第３四半期」，１０月１日か

ら１２月３１日までを「第４四半期」とし，該当する届出対

象期間を記載すること。

２ １欄の「法人番号」欄は，法人でない場合は空欄とする。

３ ２欄は，届出の対象期間において支援を実施した１号特

定技能外国人が複数名いる場合には，２欄の「氏名」欄

に「別紙のとおり」と記載し，名簿を別紙として添付するこ

と。なお，受入れに関する届出と同時に届出を行う場合

には，２欄の「氏名」欄に「受入れに状況に係る届出書に

記載のとおり」と記載した上，別紙の名簿の添付は省略し

て差し支えない。

４ ３欄は，届出の対象期間の四半期に実施すべき支援に

ついて記載し，当該期間にそれぞれの支援項目について

実施すべき対象者がいなかった場合は「支援対象者な

し」にチェックマークを付すこと。

５ ３欄⑤は，生活オリエンテーションの確認書（参考様式第

５－８号）を添付すること。

６ ３欄⑧の「相談内容及び対応結果」欄は，１号特定技能

外国人から受けた相談の内容及び相談への対応結果を

具体的かつ簡潔に記載すること。また，労働基準監督署

への通報や公共職業安定所への相談を行った場合は，

その旨を記載すること。

なお，届出対象期間において，苦情・相談対応を行っ

た者が複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載し，本届

出書に相談記録書（参考様式第１－２５号）を添付するこ



本届出書に相談記録書（参考様式第１－２５号）を添

付することとしても差し支えない。

８ ３欄⑩の「転職支援内容及び対応結果」欄は，非自発

的に離職した１号特定技能外国人に対する転職支援の

内容及び対応結果を具体的かつ簡潔に記載すること。

また，転職支援として，公共職業安定所へ相談を行っ

た場合は，その旨記載すること。

なお，届出対象期間において，転職支援を行った者

が複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載し，本届出

書に説明書（任意様式）を添付することとしても差し支え

ない。

９ ３欄⑪は，定期面談報告書（参考様式第５－５号及び

５－６号）を添付すること。

ととしても差し支えない。

７ ３欄⑩の「転職支援内容及び対応結果」欄は，非自発

的に離職した１号特定技能外国人に対する転職支援の

内容及び対応結果を具体的かつ簡潔に記載すること。ま

た，転職支援として，公共職業安定所へ相談を行った場

合は，その旨記載すること。

なお，届出対象期間において，転職支援を行った者が

複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載し，本届出書

に説明書（任意様式）を添付することとしても差し支えな

い。

８ ３欄⑪は，定期面談報告書（参考様式第５－５号及び５

－６号）を添付すること。

１６９ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書

年  月  日作成

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者 役職・氏名           印

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者 役職・氏名            印

電話番号           ※

１７０ 参考様式

第３－７号

支援実施状況に係る

届出書

（追加） 本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印

すること。

本書中，※のついた連絡先については，届出内容

の確認のため，連絡させていただく場合があります。

１７１ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

１ 届出対象期間

  （略）

  ※ 「届出の対象期間」は１月１日～３月３１日を「第１

１ 届出対象期間

  （略）

  ※ 「届出の対象期間」は１月１日～３月３１日を「第１四



四半期」，４月１日～６月３０日を「第２四半期」，７月

１日～９月３０日を「第３四半期」，１０月１日～１２月

３１日を「第４四半期」とし，該当する届出対象期間を

記載すること。ただし，初回の報告の始期は1号特定

技能外国人又は 2 号特定技能外国人（以下「特定

技能外国人」という。）の雇用を開始した日としてくださ

い。

半期」，４月１日～６月３０日を「第２四半期」，７月１日

～９月３０日を「第３四半期」，１０月１日～１２月３１日

を「第４四半期」とし，該当する届出対象期間を記載す

ること。ただし，初回の報告の始期は 1 号特定技能外

国人又は 2 号特定技能外国人（以下「特定技能外国

人」という。）が在留資格「特定技能」の許可を受けた日

としてください。

１７２ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

２ 特定技能所属機関

１

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（略） （略）

住所 〒   －

（電話  －   －   ）

２ 特定技能所属機関

１

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（１３桁）

（略） （略）

住所 〒   －

（電話  －   －   ）※

１７３ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

３ 報酬に関すること

（１）特定技能外国人に対する報酬の支払状況（報酬の総

額及び銀行その他の金融機関に対する当該特定技能

外国人の預金口座又は貯金口座への振込みその他の

方法により現実に支払われた額を含む。）

  別添資料のとおり。

（２） （略）

３ 報酬に関すること

（１）特定技能外国人に対する報酬の支払状況（報酬の総

額及び銀行その他の金融機関に対する当該特定技能外

国人の預金口座又は貯金口座への振込みその他の方法

により現実に支払われた額を含む。）

  参考様式第３－８号（別紙）及び別添資料のとおり。

（２） （略）

１７４ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

９ 特定技能外国人の受入れに要した費用の額（届出対

象期間内）

９ 特定技能外国人の受入れに要した費用の額（届出対象

期間内に在籍していた者）



①受入れに要した費用を徴収した特定技能外国人

の総数        人

②受入れに要した費用の

総額

計         円

（      円／人）

（内訳）

・受入れの準備に要した

費用

（内訳）

         円

（      円／人）

・特定技能外国人の人

件費

円（      円／人）

・特定技能１号外国人の

支援に要した費用

円（      円／人）

・その他

（              ）

円（      円／人）

①受入れに要した費用の対象となる特定技能外国人

の総数        人

②受入れに要した費用の

総額

計         円

（      円／人）

（内訳）

・受入れの準備に要した

費用

（内訳）

         円

（      円／人）

・特定技能外国人の人件

費

円（      円／人）

・特定技能１号外国人の

支援計画の実施に要した

費用

円（      円／人）

・その他

（              ）

円（      円／人）

１７５ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

（注意）

１～２ （略）

３ ３欄については，参考様式第３－８号（別紙）に必要項

目を記載の上，（１）及び（２）に係る以下の事項を明ら

かにする資料（賃金台帳等）を添付してください。

① 届出の対象期間中に雇用していた特定技能外国

人について

・届出の対象期間内に特定技能外国人に対して支払っ

た月額報酬（基本賃金，割増賃金，手当額，賞与額，

控除額，差引支払額）

②  （略）

（注意）

１～２ （略）

３ ３欄については，参考様式第３－８号（別紙）に必要項目

を記載の上，（１）及び（２）に係る以下の事項を明らかに

する資料（賃金台帳等）を添付してください。

① 届出の対象期間中に雇用していた特定技能外国人

について

・届出の対象期間内に特定技能外国人に対して支払っ

た月額報酬（基本給額，支給総額，割増賃金，手当額，

賞与額，法定外控除額，法定控除額，差引支払額）

・届出期間内の月ごとの労働状況（労働時間，所定時間

外労働時間）

  ② （略）



１７６ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者の氏名           印

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者の氏名           印

電話番号           ※

１７７ 参考様式

第３－８号

活動状況に係る届出

書

（追加） 本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印す

ること。

本書中，※のついた連絡先については，届出内容の

確認のため，連絡させていただく場合があります。

１７８ 参考様式

第４－1号

支援業務の休止又

は廃止に係る届出書

①届出機関

登 録 番 号

法 人 番 号

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所

①届出機関

登 録 番 号

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所

（本店又は主たる事務所）

担 当 者

電 話 番 号                ※

１７９ 参考様式

第４－1号

支援業務の休止又

は廃止に係る届出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日

                     年     月     日

本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１８０ 参考様式

第４－1号

支援業務の休止又

は廃止に係る届出書

（注意）

（略）

（注意）

（略）



※届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場

合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

※届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場

合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印するこ

と。

１８１ 参考様式

第４－２号

支援業務の再開に

係る届出書

①届出機関

登 録 番 号

法 人 番 号

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所

①届出機関

登 録 番 号

法人番号（13 桁 ）

機関の氏名又は名称              

機 関 の 住 所

（本店又は主たる事務所）

担 当 者

電 話 番 号                ※

１８２ 参考様式

第４－２号

支援業務の再開に

係る届出書

届出人（代理人）の署名／届出年月日

                     年     月     日

本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日

（注）本書中，※のついた連絡先については，届出内容の確

認のため，連絡させていただく場合があります。

１８３ 参考様式

第４－２号

支援業務の再開に

係る届出書

（注意）

（略）

※届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場

合，届出人が変更箇所を訂正し，署名すること。

（注意）

（略）

※届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた場

合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印するこ

と。

１８４ 参考様式

第４－３号

支援実施状況に係る

届出書 １

登
録
支
援

機
関

（略）

法人番号

（略） （略）

住所 〒   －

１

登
録
支
援

機
関

（略）

法人番号

（１３桁）

（略） （略）



（電話  －   －   ）※

住所

（本店又は主

たる事務所）

〒   －

（電話  －   －   ）※

１８５ 参考様式

第４－３号

支援実施状況に係る

届出書 ２

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（略） （略）

住所 〒   －

（電話  －   －   ）※

２

特
定
技
能
所
属
機
関

法人番号

（１３桁）

（略） （略）

住所 〒   －

（電話  －   －   ）※

１８６ 参考様式

第４－３号

支援実施状況に係る

届出書

（注意）

１～５ （略）

６ ４欄⑥の「相談内容及び対応結果」欄は，支援を実施

した場合のみ，１号特定技能外国人から受けた相談の

内容及び相談への対応結果を具体的に記載し，相談

対応として，労働基準監督署への通報や公共職業安

定所への相談を行った場合は，その旨を併せて記載す

ることなお，届出対象の期間において，相談・苦情対応

を行った者が複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載

し，相談記録書（参考様式第５－４号）を添付することと

しても差し支えない。

７ ４欄⑧の「転職支援内容及び対応結果」欄は，非自発

的離職をした１号特定技能外国人に対する転職支援の

内容及び対応結果を具体的に記載し，転職支援とし

（注意）

１～５ （略）

６ ４欄⑧の「相談内容及び対応結果」欄は，支援を実施し

た場合のみ，１号特定技能外国人から受けた相談の内

容及び相談への対応結果を具体的に記載し，相談対応

として，労働基準監督署への通報や公共職業安定所へ

の相談を行った場合は，その旨を併せて記載することな

お，届出対象の期間において，相談・苦情対応を行った

者が複数名いる場合は，「別紙のとおり」と記載し，相談記

録書（参考様式第５－４号）を添付することとしても差し支

えない。

７ ４欄⑩の「転職支援内容及び対応結果」欄は，非自発

的離職をした１号特定技能外国人に対する転職支援の

内容及び対応結果を具体的に記載し，転職支援として，



て，公共職業安定所へ相談を行った場合は，その旨を

併せて記載すること。なお，届出の対象期間において，

転職支援を行った者が複数名いる場合は，「転職支援

内容」欄に「別紙のとおり」と記載し，本届出書に説明書

（任意様式）を添付することとしても差し支えない。

８ ４欄⑩は，定期面談報告書（参考様式第５－５号及び

５－６号）を添付すること。

９～１０ （略）

公共職業安定所へ相談を行った場合は，その旨を併せ

て記載すること。なお，届出の対象期間において，転職支

援を行った者が複数名いる場合は，「転職支援内容」欄

に「別紙のとおり」と記載し，本届出書に説明書（任意様

式）を添付することとしても差し支えない。

８ ４欄⑪は，定期面談報告書（参考様式第５－５号及び５

－６号）を添付すること。

９～１０ （略）

１８７ 参考様式

第４－３号

支援実施状況に係る

届出書

特定技能所属機関の氏名又は名称           

届出人の役職・氏名           印

特定技能所属機関の氏名又は名称           

作成責任者 役職・氏名           印

電話番号           ※

１８８ 参考様式

第４－３号

支援実施状況に係る

届出書

（追加） 本届出書作成者の署名／作成年月日

                     年     月     日

注意 届出書作成後届出までに記載内容に変更が生じた

場合，特定技能所属機関が変更箇所を訂正し，押印

すること。

本書中，※のついた連絡先については，届出内容

の確認のため，連絡させていただく場合があります。

１８９ 参考様式

第４－４号

項目

法人番号

項目

法人番号（１３桁）



１９０ 参考様式

第２－８号

支援委託手数料に

係る説明書（予定費

用）

（新設）



１９１ 参考様式

第３－８号

（別紙）

特定技能外国人に

対する報酬の支払状

況

（新設）


